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表紙

日  時

2024年6月26日（水曜日）午前10時
(受付開始 午前9時30分）

場  所

八重洲ファーストフィナンシャルビル3階
ベルサール八重洲「Room 1+2+3」
(東京都中央区八重洲一丁目3番7号）

決議事項

第1号議案 取締役（監査等委員である取
締役を除く。）４名選任の件

第2号議案 監査等委員である取締役
２名選任の件　

第122期 定時株主総会

招 集 ご 通 知

証券コード：9067
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経営理念(4C)
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ごあいさつ(4C)

代表取締役社長

桑　原　 　豊

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申
し上げます。

　さて、第122期定時株主総会招集ご通知をお届けするにあた
り、一言ご挨拶申し上げます。

　第122期の連結業績につきましては、営業収益は前期比
3.4％減の449億92百万円、経常利益は前期比92百万円増の
７億４百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比１億
円増の４億16百万円となりました。
　当社は、株主の皆様への利益還元を強化する観点から2023
年11月に剰余金の配当の決定に関する基本方針を見直し、連
結配当性向50％以上を目途として配当を実施する方針といた
しました。その結果、当期の期末配当金につきましては、１株
につき５円とさせていただきました。すでに2023年12月４日
に実施済みの中間配当金１株当たり４円と合わせて、年間配当
金は１株当たり９円（前期比１円増配）となります。

　当社は、2022年５月に、コロナ禍による生活様式の変化や
GX・DXの進展、石油需要の減少などの経営環境の変化を踏ま
え、「２０３０丸運グループ長期ビジョン」（以下「長期ビジ
ョン」）を策定・発表しました。2030年のありたい姿として
「貨物輸送とエネルギー輸送の両輪経営を継続し、高いコスト
競争力と提案営業力を有する物流エキスパート企業となるこ
と」、そのために、「素材の国内外一貫物流を強化し、成長が
見込まれるリサイクル物流分野、機工分野、食品流通分野及び
危険物保管分野への積極的な投資を実行すること」を掲げまし
た。

　長期ビジョンを実現するための実行計画である「第４次中期
経営計画」では、その基礎固めとして本年４月に、貨物輸送の
組織改正、営業情報共有システムの構築、意思決定スピード強
化のための権限委譲を完了させ、「提案営業力強化」の体制を
整備いたしました。

　また、当社グループのＥＳＧ経営は三年が経過し、脱炭素、
気候変動から人的資本経営へ広がりを見せており、本年４月に
施行されたドライバーの時間外労働規制である「2024年問
題」に適切に対応することに加え、従業員が「働きがい」をも
って最高のパフォーマンスが発揮できる仕組みや環境・風土づ
くりにも対応することでグループ全体のエンゲージメントの向
上を図っております。

　中期経営計画およびＥＳＧ諸施策を着実に実行することによ
り、企業価値の向上に努めてまいる所存です。株主の皆様にお
かれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますよう
お願い申し上げます。

2024年６月

ごあいさつ
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議決権行使ご案内(4C)

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討の上、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げま
す。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示の上、行使期限までに到
着するようにご返送ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2024年6月26日（水曜日）
午前10時（受付開始 午前9時30分)

2024年6月25日（火曜日）
午後5時到着分まで

2024年6月25日（火曜日）
午後5時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

※議決権行使書はイメージです。

第1号議案、第2号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、反対する
候補者の番号をご記入ください。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたし
ます。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネット議決権行使

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　午前９時～午後９時）

4



2024/05/22 13:47:14 / 23071805_株式会社丸運_招集通知_電子提供措置用

招集ご通知

株 主 各 位 (証券コード　9067)
2024年6月7日

東京都中央区日本橋小網町7番2号

代表取締役社長 桑原　豊

第122期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第122期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。

　本株主総会の招集については、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電

子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれか

のウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

【当社ウェブサイト】

https://www.maruwn.co.jp/newsinfo/

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、ご確認ください。）

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】

https://d.sokai.jp/9067/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「丸運」又は「コード」に当社
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招集ご通知

証券コード「9067」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書

類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　当日ご出席されない場合は、書面又は電磁的方法（インターネット）により議決権を事前に行使いただ

くことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討いただき、議決権をご行使賜りますよう

お願い申し上げます。

・書面によって議決権を行使していただく方法

　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2024年6月25日（火曜日）午後5時まで

に到着するようご返送ください。

・電磁的方法（インターネット）によって議決権を行使していただく方法

　4ページの「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認の上、2024年6月25日（火曜

日）午後5時までに議案に対する賛否をご入力ください。

敬　具
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招集ご通知

■1 日　　時 2024年6月26日(水曜日)午前10時(受付開始 午前9時30分)

■2 場　　所 東京都中央区八重洲一丁目3番7号
八重洲ファーストフィナンシャルビル3階　ベルサール八重洲「Room1+2+3」

■3 目的事項 報告事項 1. 第122期(2023年4月1日から2024年3月31日まで)事業報告、連
結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監
査結果報告の件

2. 第122期(2023年4月1日から2024年3月31日まで)計算書類報告
の件

決議事項 第1号議案　 取締役(監査等委員である取締役を除く。)4名選任の件
第2号議案　 監査等委員である取締役2名選任の件

■4 議決権の行使に関
する事項

(1) 各議案について賛否の記載がない議決権行使書用紙が提出された場合は、会
社提案に賛成の意思の表示があったものとして取り扱わせていただきます。

(2) 議決権行使書用紙及び電磁的方法（インターネット）により重複して議決権
を行使された場合、電磁的方法（インターネット）による議決権の行使を有
効なものとして取り扱わせていただきます。

(3) 電磁的方法（インターネット）により重複して議決権を行使された場合、最
後の電磁的方法（インターネット）による議決権の行使を有効なものとして
取り扱わせていただきます。

　● 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
　● 本総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。
　● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、5ページから6ページに記載のインターネット上の各ウェブサイトにおいて、

その旨、修正前及び修正後の事項を掲載させていただきます。
　● 当日は、当社ではノーネクタイにて対応させていただきますので、ご了承くださいますようお願い申し上げます。
　● お土産等の配布は実施いたしません。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

記

以　上
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）4名選任の件

第1号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）4名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

1
　

さ く ま

佐久間　
なりやす

成安
（1963年8月1日生）

    1986年    4 月 当社入社
    2011年    10月 当社貨物輸送事業部貨物営業部副部長
    2014年    4 月 当社貨物事業本部潤滑油・化成品事業部潤滑油・化成品営業部

副部長
    2016年    8 月 当社貨物事業本部潤滑油・化成品事業部潤滑油・化成品営業部

営業担当部長
    2017年    4 月 当社執行役員

当社潤滑油・化成品事業部潤滑油・化成品営業部長
    2018年    4 月 当社常務執行役員

当社潤滑油・化成品事業部長
    2018年    6 月 当社取締役（現在に至る）
    2020年    4 月 当社貨物輸送事業部長
    2022年    4 月 当社貨物輸送事業部長補佐（現在に至る）
    2023年    4 月 株式会社丸運ロジスティクス関東代表取締役社長（現在に至

る）

27,300株

取締役候補者とした理由
　佐久間成安氏は、これまで培ってきた潤滑油・化成品事業及び貨物輸送事業の営業戦略の展開等の経験や知識をもとに業績向上に
尽力するなど、物流業界に関する豊富な経験・実績・見識を有しており、また、企業経営の全体最適の視点により、取締役としての
職責を果たしております。
　これらのことから、当社グループの持続的な成長及び中長期的な企業価値向上の実現のために必要な人材と判断したため、同氏を
引き続き取締役候補者としました。

株主総会参考書類

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（4名）は、本総会終結の時をもっ
て任期満了となります。つきましては、取締役4名（うち社外取締役1名）の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、特段の指摘事項はございませんでした。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）4名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

新 任

2
　

なか

中
むら

村　
まさ

正
ゆき

幸
（1964年7月9日生）

1987年    4 月 日本鉱業株式会社（現JX金属株式会社）入社
2009年 4 月 台湾日鉱金属股份有限公司董事

同社副総経理、電材部門長
2010年10月 同社総経理
    2014年    4 月 JX日鉱日石金属株式会社（現JX金属株式会社）電材加工事業

本部薄膜材料事業部ターゲットユニット半導体担当ユニット長
2017年 4 月 JX金属株式会社電材加工事業本部薄膜材料事業部副事業部長
2019年    4 月 同社執行役員

同社薄膜材料事業部副事業部長
同社薄膜材料事業部管理部長

2020年    4 月 同社技術本部審議役
JX金属商事株式会社代表取締役社長

2022年 4 月 タツタ電線株式会社顧問
2022年 6 月 同社常務執行役員（営業部門・特命事項管掌）
2023年    4 月 同社常務執行役員（営業部門・新規事業推進部・技術開発セン

ター・特命事項管掌）
2024年    4 月 JX金属株式会社社長付（現在に至る）

0株

取締役候補者とした理由
　中村正幸氏は、資源・製錬から電子材料の製造・販売、使用済み機器からのリサイクルまでグローバルに事業を展開する非鉄金属
企業においてキャリアを重ね、電子材料である薄膜材料事業の幅広い経験と知識をもって、同事業の業績向上に尽力するとともに、
経営層として、高い倫理観をもって経営課題へ対処する等、豊富な知見を有しております。
　これらのことから、当社グループの持続的な成長及び中長期的な企業価値向上の実現のために必要な人材と判断したため、同氏を
取締役候補者としました。

新 任

3
　

なか

中
ざわ

澤
 

　
あき

晃
なり

成
（1966年2月18日生）

1988年    4 月 共同石油株式会社（現ENEOS株式会社）入社
2003年10月 株式会社ジャパンエナジー（現ENEOS株式会社）石油化学品

販売部参事
2010年 7 月 JX日鉱日石エネルギー株式会社（現ENEOS株式会社）化学品

本部機能化学品2部蓄熱事業グループマネージャー
2011年    4 月 同社化学品本部化学品総括部副部長
2014年 4 月 同社基礎化学品本部アロマ部副部長
2015年    4 月 同社機能化学品カンパニー カンパニー企画ユニット長
2017年    4 月 JXTGエネルギー株式会社（現ENEOS株式会社）機能材カンパ

ニー機能材事業企画部長
2021年    4 月 当社執行役員

当社コーポレート管理本部経営企画部長（現在に至る）
2024年 4 月 当社常務執行役員（現在に至る）

当社コーポレート管理本部長（現在に至る）

0株

取締役候補者とした理由
　中澤晃成氏は、グローバルエネルギー企業において、化学品・機能材部門の営業及び事業企画のキャリアを重ね、その豊富な知識
と経験をもとに、当社コーポレート管理部門において事業戦略の立案と実行に尽力することによりその職責を果たしており、企業経
営の全体最適の視点を有しております。
　これらのことから、当社グループの持続的な成長及び中長期的な企業価値向上の実現のために必要な人材と判断したため、同氏を
取締役候補者としました。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）4名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

新 任

社 外

4

　

おお

太
うち

内
 

　
よし

義
あき

明
（1960年11月1日生）

1984年    4 月 共同石油株式会社（現ENEOS株式会社）入社
2016年 4 月 JXホールディングス株式会社（現ENEOSホールディングス株

式会社）執行役員
同社財務IR部長

2018年 6 月 JXTGホールディングス株式会社（現ENEOSホールディングス
株式会社）常務執行役員
同社財務IR部長

2019年 6 月 同社取締役
同社常務執行役員（内部統制部・経理部・財務IR部管掌）

2020年    6 月 ENEOSホールディングス株式会社取締役（監査等委員）
JX金属株式会社監査役

2023年 6 月 JX金属株式会社取締役（現在に至る）
同社副社長執行役員（社長補佐（特命担当））（現在に至る）

0株

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　太内義明氏は、社外取締役候補者です。同氏は、グローバルな非鉄金属企業及びエネルギー企業において内部統制、財務、企画、
IRなど幅広い経験を有するとともに、その経営に携わるなど、経営課題への対処等にかかる豊富な知見を有しております。
　これらのことから、当社グループの持続的な成長及び中長期的な企業価値向上に向け、適切な監督、助言をしていただくことを期
待するため、同氏を社外取締役候補者としました。
　当社は、同氏が選任された場合、会社法及び定款の規定により、同氏との間で任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契
約を締結する予定です。当該契約に基づく責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額とする予定です。

(注) １. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 太内義明氏は現在、当社の特定関係事業者（主要な取引先）でありますJX金属株式会社の業務執行者であり、過去10年間においても業務執

行者でありました。
3. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社取締役を含む被保険者が役員

等として行った業務上の行為に起因して、株主や投資家、従業員又はその他第三者から損害賠償請求を提起された場合において、被保険者
が負担する損害賠償金・訴訟費用等の損害を当該保険契約によって填補することとしており（ただし、被保険者による犯罪行為や法令違反
の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害等、保険契約上の免責事由に該当するものを除く）、被保険者のすべての保
険料は当社及び子会社が全額負担しております。なお、当社は、当該保険契約を継続し更新する予定であります。各候補者が再任または選
任された場合には、各氏は当該保険契約の被保険者となります。
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監査等委員である取締役2名選任の件

第2号議案 監査等委員である取締役2名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

再 任

社 外

1

　

なか

中
ざわ

澤
 

　
けん

謙
じ

二
(1963年3月24日生）

1985年 4 月 三菱石油株式会社（現ENEOS株式会社）入社
2009年 4 月 新日本石油株式会社（現ENEOS株式会社）総合企画部副部長
2011年 7 月 JX日鉱日石エネルギー株式会社（現ENEOS株式会社）総合企

画部副部長
    2016年 1 月 JXエネルギー株式会社（現ENEOS株式会社）総合企画部（内

閣府派遣）
2018年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現在に至る）

12,400株

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　中澤謙二氏は、社外取締役候補者です。同氏は、社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与した経験はありませんが、
監査等委員会議長として監査等委員会の活発かつ効率的な議事運営を行うとともに、グローバルなエネルギー企業において企画部門
を長年担当するなど、経営課題への対処等にかかる豊富な知見を有しており、社外取締役として当社業務に対して的確な助言、提言
を行っております。
　これらのことから、今後も監査等委員として、当社の中長期的な企業価値向上に向け、独立した立場から適切な監査、監督、助言
をしていただくこと、及び客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定について関与、監視等をしていただく
ことを期待するため、同氏を引き続き監査等委員である社外取締役候補者としました。
　当社は、会社法及び定款の規定により、同氏との間で任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額であり、同氏の再任が承認された場合は、同氏との契約を継続する
予定です。
　同氏は、本総会の時点において、当社の社外取締役の就任から丸6年となります。

　監査等委員である取締役服部裕氏及び中澤謙二氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして
は、監査等委員である取締役2名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。
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監査等委員である取締役2名選任の件

候補者
番号

ふ り が な

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

新 任

社 外

独 立

２

　　

なる

鳴
たき

瀧
 

　
 ひ で や

英也
(1958年9月22日生）

1984年    4 月 三洋化成工業株式会社入社
2002年11月 同社二橋事業本部生活産業部長
2008年10月 同社安井事業本部副本部長

同社生活産業部長
同社医農薬産業部長

2009年 2 月 同社鳴瀧事業本部長
2010年 4 月 同社生活・繊維本部長
2010年 6 月 同社執行役員
2012年 6 月 同社取締役

同社営業第一部門担当
2015年 6 月 同社常務執行役員
2016年 6 月 同社東京支社長
2017年 4 月 同社バイオ・メディカル事業本部長
2022年    6 月 同社顧問（現在に至る）

同社バイオ・メディカル事業本部アドバイザー（現在に至る）

0株

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　鳴瀧英也氏は、社外取締役候補者です。同氏は、化学業界における経営層としての豊富な経験と知識を有しております。当該知見
を活かして、監査等委員として、当社の中長期的な株主価値、企業価値を向上させるにあたり、独立した立場から経営を監査、監
督、助言をしていただくこと、及び客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定について関与、監視等をして
いただくことを期待するため、同氏を監査等委員である社外取締役候補者としました。
　当社は、同氏が選任された場合、会社法及び定款の規定により、同氏との間で任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契
約を締結する予定です。当該契約に基づく責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額とする予定です。

独立性にかかる事項
　同氏は、三洋化成工業株式会社顧問及び同社バイオ・メディカル事業本部アドバイザーを務めておりますが、同社と当社との間に
は、特別な利害関係はないことから、当社の事業等の意思決定に対して重大な影響を与えるとはいえず、一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない独立した社外役員と判断し、取締役候補者としました。同氏の選任が承認された場合、当社は、同氏を東京証券取引
所の定めに基づく独立役員と指定し、同取引所に届け出る予定であります。

(注) １. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社取締役を含む被保険者が役

員等として行った業務上の行為に起因して、株主や投資家、従業員又はその他第三者から損害賠償請求を提起された場合において、被保険
者が負担する損害賠償金・訴訟費用等の損害を当該保険契約によって填補することとしており（ただし、被保険者による犯罪行為や法令違
反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害等、保険契約上の免責事由に該当するものを除く）、被保険者のすべての
保険料は当社及び子会社が全額負担しております。なお、当社は、当該保険契約を継続し更新する予定であります。各候補者が再任または
選任された場合には、各氏は当該保険契約の被保険者となります。

以　上
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【ご参考】

氏名 役職
スキル

企業経営 業界知見 財務会計 法務・コン
プライアンス 人材開発 国際性 ESG

中村　正幸 代表取締役社長
社長執行役員 ○ 〇 〇

佐久間　成安 取締役 ○ ○

中澤　晃成 取締役常務執行役員 〇 〇 ○

太内　義明 取締役
（社外取締役） 〇 〇 〇

岡　　香里 取締役監査等委員
（独立社外取締役） ○ ○

中澤　謙二 取締役監査等委員
（社外取締役） 〇 〇

有野　一馬 取締役監査等委員
（独立社外取締役） ○ ○

鳴瀧　英也 取締役監査等委員
（独立社外取締役） 〇 〇

【ご参考】2024年６月26日定時株主総会後の当社取締役（予定）のスキル・マトリックス

本総会における取締役選任議案が全て承認可決された場合、当社取締役のスキル・マトリックスは以下のとおりとな
ります。

※各人の有するスキルのうち最大３つに○をつけています。
※上記一覧表は、各人の有するすべての知見や経験を表すものではありません。
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当事業年度の事業の状況

1 企業集団の現況

第121期
（2023年3月期）

第122期
（2024年3月期） 前期比

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減率
営業収益 46,586 44,992 △1,593 △3.4％
営業利益 439 509 69 15.9％
経常利益 612 704 92 15.1％

親会社株主に帰属する当期純利益 316 416 100 31.7％

(提供書面)
事業報告（2023年4月1日から2024年3月31日まで）

(1) 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当連結会計年度（以下、「当期」という。）のわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症が「５類」に移
行し行動制限が緩和されたことを背景に、インバウンド需要が回復し、サービスを中心とした消費は上向いた
ほか、半導体不足により休止していた一部自動車メーカーの工場再開等も景気の押し上げ要因となりました。
一方、物価高による消費下押し及び人手不足による設備投資の遅延に加え、足もとでは自動車認証不正問題や
能登半島地震の影響もあり、景気回復は足踏み状態が続いています。
物流業界においては、さまざまなモノの価格高騰等を受け、個人消費が伸び悩み、消費関連貨物は前連結会

計年度（以下、「前期」という。）比マイナスの荷動きとなっています。また、生産関連貨物も、鉱工業生産
が水面下で推移し設備投資も総じて低調となる中、原材料、燃料等の価格高騰が輸送量の下押し要因となり、
前期比マイナスの荷動きとなっています。さらに、建設関連貨物も、大規模土木工事が低調なほか、新設住宅
着工戸数の減少を受け大幅に減少したことから、国内の貨物総輸送数量は、前期を下回る状況で推移しまし
た。
このような経営環境の中、当社グループは、長期的な企業価値の向上を目指した「２０３０丸運グループ長

期ビジョン」の実現に向けて、2023年度を初年度とする第４次中期経営計画を策定し、適正運賃・料金の収
受及び素材一貫物流の拡大に取り組んでまいりました。
これらの結果、当期の営業収益は、半導体の需要低迷に伴う素材産業の輸送量減少や貿易量の減少により、

前期比3.4％減の449億92百万円となりました。
経常利益は、一貫物流業務の受注や運賃改定による増益及び基幹システムの導入費用が減少したことから、

前期比92百万円増の７億４百万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前期比1億円
増の4億16百万円となりました。

14



2024/05/22 13:47:14 / 23071805_株式会社丸運_招集通知_電子提供措置用

当事業年度の事業の状況

貨物輸送

22,433百万円

営業収益

(前期比3.8%減)

　

　当部門においては、機工業務における一貫物流業務の受注、料金改定の進展や流通
拠点における冷蔵貨物の取扱量増及び基幹システム導入費用等の減少による増収増益
要因はあったものの、空調機器在庫調整に伴う部材の減産及び情報機器の減産に伴う
高機能半導体の輸出減等により、素材物流が全般的に低調に推移したこと及び一部物
流拠点の大規模修繕費用が発生したことから、減収減益となりました。

　これらの結果、営業収益は前期比3.8％減の224億33百万円、経常利益は前期比
38百万円減の64百万円となりました。

23,324

第121期
（2023年3月期）

22,433

第122期
（2024年3月期）

（単位：百万円）営業収益

エネルギー輸送

15,611百万円

営業収益

(前期比1.4%増)

　

　当部門における石油輸送事業においては、石油製品の構造的な内需減及び暖冬の影
響等により、輸送数量が前期比2.2%減少となりました。潤滑油・化成品事業におい
ては、自動車生産は回復基調であり、これに伴う需要増はあるものの、溶剤等の内需
減の影響により、主要顧客の輸送数量が前期比1.5%減少となりました。
　一方で、運賃改定の影響により営業収益が増加したことに加え、車両投資の一巡に
よる減価償却費の減少及び基幹システム導入費用の減少により、増収増益となりまし
た。

　これらの結果、営業収益は前期比1.4%増の156億11百万円、経常利益は前期比1
億75百万円増の4億52百万円となりました。

15,400

第121期
（2023年3月期）

15,611

第122期
（2024年3月期）

（単位：百万円）営業収益

海外物流

5,134百万円

営業収益

(前期比15.0%減)

　

　当部門における国際事業においては、半導体原料の輸出量減を主因として作業収入
が大幅に減少しました。海外事業においては、中国から日本向け大型設備輸送業務の
受注及びベトナムにおけるレジャー用品の取扱量増はあったものの、中国での日欧自
動車メーカーの販売不振により部品メーカーの稼働が低下し貿易量が大きく減少した
ことから、減収減益となりました。

　これらの結果、営業収益は前期比15.0％減の51億34百万円、経常損益は前期比1
億21百万円減の65百万円の損失となりました。

6,042

第121期
（2023年3月期）

5,134

第122期
（2024年3月期）

（単位：百万円）営業収益

テクノサポート

1,785百万円

営業収益

(前期比0.5%減)

　

　当部門においては、油槽所関連では業務受託料の改定による増益要因はあったもの
の、製油所関連では主に産廃搬出業務及び荷役業務で取扱量が減少したこと、前期に
発生した関係会社での退職金制度変更に伴う引当金の戻しがなかったこと、並びに人
員補充に伴い費用が増加したことにより、全体として減益となりました。

　これらの結果、営業収益は前期並みの17億85百万円、経常利益は前期比46百万円
減の49百万円となりました。

1,794

第121期
（2023年3月期）

1,785

第122期
（2024年3月期）

（単位：百万円）営業収益

　セグメント別の営業概況は、次のとおりであります。
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当事業年度の事業の状況

セグメント 営業収益（百万円） 前期比（％） 経常損益
（百万円）

前期比増減額
（百万円）

貨物輸送 22,433 96.2 64 △38
エネルギー輸送 15,611 101.4 452 175
海外物流 5,134 85.0 △65 △121
テクノサポート 1,785 99.5 49 △46
その他事業 26 110.4 204 123

合　　計 44,992 96.6 704 92

　当期のセグメント別の営業収益及び経常損益は次のとおりです。

(注) 「貨物輸送」「エネルギー輸送」「海外物流」「テクノサポート」の4つの報告セグメントに含まれない事業は「その他事業」に集約しておりま
す。

② 設備投資の状況
　当期中における設備投資は、車両の購入等により総額は16億84百万円となりました。

③ 資金調達の状況
　社債及び新株式の発行は行っておりません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社の子会社である丸運物流（天津）有限公司は、2023年10月18日付で丸運安科迅物流（常州）有限公司
（同日付で商号を丸運物流（常州）有限公司へ変更）の株式の30％を取得し、2023年12月5日付で当社から同社
の株式70％を取得しました。
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財産および損益の状況の推移

47,270

第119期

46,705

第120期

46,586

第121期

44,992

第122期

（単位：百万円）営業収益

743

第119期

773

第120期

612

第121期

704

第122期

（単位：百万円）経常利益

475

第119期

465

第120期

316

第121期

416

第122期

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

第119期

41,055

23,856

第120期

39,106

24,122

第121期

37,685

24,479

第122期

36,886

25,004

（単位：百万円）総資産/純資産

16.48

第119期

16.12

第120期

10.94

第121期

14.41

第122期

（単位：円）1株当たり当期純利益

815.64

第119期

823.19

第120期

836.63

第121期

856.25

第122期

（単位：円）1株当たり純資産額

区分 第119期
（2021年3月期）

第120期
（2022年3月期）

第121期
（2023年3月期）

第122期
（2024年3月期）

営業収益 (百万円) 47,270 46,705 46,586 44,992
経常利益 (百万円) 743 773 612 704
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 475 465 316 416
1株当たり当期純利益 (円) 16.48 16.12 10.94 14.41
総資産 (百万円) 41,055 39,106 37,685 36,886
純資産 (百万円) 23,856 24,122 24,479 25,004
1株当たり純資産額 (円) 815.64 823.19 836.63 856.25

(2) 財産及び損益の状況の推移

(注) １.1株当たり当期純利益及び1株当たり純資産額は、それぞれ自己株式を控除した期中平均発行済株式総数及び期末発行済株式総数に基づき算出
しております。また、算定の基礎となる純資産額は、非支配株主持分額を除いております。

２.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。）等を第120期連結会計年度より適用しております。
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重要な親会社及び子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率(％) 主要な事業内容
株式会社丸運ロジスティクス東北 40 100 貨物自動車運送事業
株式会社日昭丸運 10 100 構内作業請負業
株式会社丸運産業 20 100 貨物自動車運送事業
株式会社丸運ロジスティクス関東 10 100 貨物自動車運送事業
株式会社丸運ロジスティクス東海 15 100 貨物自動車運送事業
株式会社丸運ロジスティクス西日本 30 100 貨物自動車運送事業
株式会社大分丸運 15 100 貨物自動車運送事業
株式会社丸運トランスポート札幌 48 100 貨物自動車運送事業
株式会社丸運トランスポート東日本 30 100 貨物自動車運送事業
静岡石油輸送株式会社 45 51 貨物自動車運送事業
株式会社丸運トランスポート西日本 50 100 貨物自動車運送事業
近畿オイルサービス株式会社 10 100 構内作業請負業
北豊運輸株式会社 20 66 貨物自動車運送事業

千米ドル
丸運国際貨運代理（上海）有限公司 800 100 国際貨運代理業

百万元
丸運物流（常州）有限公司 10 100 貨物自動車運送事業

千米ドル
丸運物流（天津）有限公司 4,000 100 貨物自動車運送事業

千米ドル
有限会社丸運物流ベトナム 1,000 100 貨物輸送代理業
株式会社丸運テクノサポート 30 100 構内作業請負業
株式会社丸運サービス 10 100 損害保険代理業
株式会社丸運ビジネスアソシエイト 10 100 事務代行業

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

(注) 1.資本金は、別途の記載がある場合を除き、百万円単位。
2.2023年10月18日付で丸運安科迅物流（常州）有限公司は、商号を丸運物流（常州）有限公司に変更しております。
3.丸運物流（天津）有限公司は、2023年10月18日付で丸運物流（常州）有限公司の株式の30％を取得し、2023年12月5日付で当社から、丸
運物流（常州）有限公司の株式の70％を取得したため、当社の丸運物流（常州）有限公司への議決権比率は70%（直接保有）から100％
（間接保有）に変動しております。

4.近畿オイルサービス株式会社の当社の議決権比率には、間接保有を含んでおります。
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

(4) 対処すべき課題
①中長期的な会社の経営の戦略

　コロナ禍やＩＴ・ＡＩ技術の進展に伴う人々の生活様式の変化、気候変動の激化に伴う脱炭素化の加速及び石油需
要の減少に伴う石油輸送の縮小等、当社を取り巻く経営環境は、非常に大きく変化し、また不確実性の高い状況とな
っています。このような環境変化を踏まえて、当社は2022年5月に「２０３０丸運グループ長期ビジョン」を策
定・発表しました。この長期ビジョンでは、当社グループの2030年のありたい姿を提示し、営業収益600億円以
上、経常利益20億円以上を達成することを目標として、営業強化分野と次期成長分野にＭ＆Ａを含む総額120億円
の積極投資を行っていくこととしています。

【２０３０丸運グループのありたい姿】
◆　貨物輸送とエネルギー輸送の両輪経営を継続し、高いコスト競争力と提案営業力を有する物流エキスパート企業
　　となることを目指します。
◆　そのために、国内一般貨物を基盤として、素材の国内外一貫物流を強化すること、今後市場成長が見込まれるリ
　　サイクル物流分野、機工分野、食品流通分野及び潤滑油化成品等の危険物保管分野への積極的な投資を実行する
　　ことにより成長を追求します。
◆　また、減少していく石油輸送については、安全を確保しつつ効率化を推進します。

　また、この長期ビジョンの実現に向けて、2023年度を初年度とする3ヵ年を対象とした第4次中期経営計画を策定
しています。基本方針毎の諸施策の進捗状況は、以下のとおりです。

＜基本方針１＞長期ビジョン実現に向けた基礎固めと種まき
　基礎固め項目の一つである「提案営業力の強化」については、2024年4月1日付で貨物輸送事業部に営業開発部を
設置し、各営業部と物流拠点を顧客グループ別に再編する等の体制変更を実施しました。また、営業情報をグループ
内で共有するシステムを2024年4月から稼働させました。全社的な連携を強化し、これまで以上に新規業務の受注
獲得を進めてまいります。
　また、「コスト競争力の強化」につきましては、複数の物流センターで基幹システムと連携したサブシステムの導
入による作業効率化を進めております。
加えて、「次期成長分野拡大のための種まき」については、リサイクル分野と機工分野のＭ＆Ａや資本参加の成案

化に向け、積極的に活動を継続しております。
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

＜基本方針２＞2024年問題への適切な対応
　いわゆる「2024年問題」と言われるドライバーの労働時間規制が実施されることに対し、持続可能な輸送体制の
維持のため、グループ運転員等の労働条件の改善を実施し、採用活動を積極的に行っています。また、適正運賃・料
金の収受や荷待ち時間の適正化等についてお客様に丁寧に説明を行い、一定のご理解をいただいておりますが、引き
続き、協力会社からの値上げ要請への対応を含めて、コストを的確に管理し、適正な運賃・料金の収受に努めてまい
ります。

②各セグメントの課題及び対応
≪貨物輸送≫（2024年問題への適切な対応と素材物流強化及び強みを活かした取引拡充）
　当部門においては、2024年問題に対し、持続可能な物流サービス体制の維持が喫緊の課題となっております。引
き続き、協力会社からの値上げ要請への対応、運行計画の見直し、配車の効率化等の対応を図り、必要な運賃・料金
改定を実施してまいります。
　この４月より、長期ビジョンで掲げた「提案営業力の強化」のため組織改正を行い司令塔として営業開発部を設置
しました。また、準備を進めてまいりました営業情報システムの稼働により営業情報の迅速な共有を進め、素材関連
物流、通運事業、機工事業といった当社の強みのある分野においてタイムリーな物流提案を行うことにより新規案件
獲得に努めてまいります。

≪エネルギー輸送≫（石油輸送事業の運転員確保及び潤滑油・化成品事業の輸送・保管の強化）
　当部門においては、貨物輸送部門と同様に2024年問題への適切な対応が求められており、人々のライフラインを
支えているという使命感のもと、引き続き顧客からの信頼を得るため安全・品質水準の維持向上に努めてまいりま
す。
　石油輸送事業については、構造的な需要減少に対しては徹底的な配送体制の効率化を図ることによりコスト競争力
を強化いたします。慢性的なドライバー不足に対しては、待遇改善を図るとともに、ホームページのリニューアル等
で採用活動を強化し、お客様のサプライチェーンの維持に貢献してまいります。
　潤滑油・化成品事業については、輸送・保管量の増加に積極的に取り組むとともに、危険物保管業務の需要増加に
対応して倉庫の拡大を検討する等、事業の基盤拡大に取り組んでまいります。

≪海外物流≫（素材一貫物流の獲得とベトナム事業の拡充）
　当部門においては、素材関連の顧客の輸出入量減少に伴う関連作業の減少及び中国国内での自動車関連顧客の稼働
低下による輸送・保管量減少を受け業績が低迷しております。このような中において常州の現地法人を天津の現地法
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

人へ合併し、同社の分公司とすることにより事業の効率化を図っております。さらに、前期に実績を積んだ海外から
日本国内に向けた設備に関する一貫物流について、一層の提案営業を展開し新規の業務獲得に繋げてまいります。
　また、成長分野として、ベトナム事業においては現地企業との業務提携に取り組むことにより更なる収益力の向上
に努めてまいります。

≪テクノサポート≫（受託業務の安全・品質の向上による事業の維持継続）
　当部門においては、受託業務の事故トラブルゼロを達成すべく、社内安全管理を徹底することによりお客様の安
全・安定操業をサポートしてまいります。
　また、受託業務については、石油需要が縮小傾向にある中、業務品質向上による顧客満足度向上を図ることによ
り、業務規模の維持継続に取り組んでまいります。

③ＥＳＧ経営の推進
　当社グループは、サステナブルな社会を支える総合物流企業としてESGを重視し、持続的な成長と企業価値向上を
図るため、2021年度からESG経営を推進しています。具体的には６つの重点目標を設定し、グループ横断的な会議
体であるESG推進会議を年２回開催して取り組み状況をモニタリングしています。
【丸運グループＥＳＧ重点目標】

◆　脱炭素社会の形成
　　2030年度のＣＯ₂排出量を2019年度比20％以上削減する。
◆　環境負荷の低減
　　トラック、タンクローリー輸送と比較しＣＯ₂排出量の少ない鉄道輸送及び内航船輸送を推進する。
◆　運輸安全の向上
　　重大事故件数　年間ゼロ件を達成する。
◆　労働安全衛生の向上
　　労働災害件数　年間ゼロ件を達成する。
◆　ダイバーシティの推進
　　女性採用比率50％以上を維持する。
　　女性管理職割合を10％以上に向上させる。
　　障がい者法定雇用率2.5％を維持・向上させる。
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

◆　コンプライアンスの徹底
　　コンプライアンス研修をより充実させることにより丸運グループ役員・従業員のコンプライアンス意識を

徹底する。

　株主の皆様におかれましては、引き続き、格別のご支援、ご愛顧を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

(5) 主要な事業内容（2024年3月31日現在）

　貨物自動車運送事業、倉庫業、鉄道利用運送事業、通関業、環境関連事業

(6) 主要な営業所（2024年3月31日現在）

① 本社
東京都中央区日本橋小網町7番2号

② 営業所
羽田京浜物流センター（東京都大田区）
栃木物流センター（栃木県真岡市）
大阪福島営業所（大阪府大阪市）
秦野営業所（神奈川県秦野市）
国際貨物東京営業所（東京都港区）
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従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事業区分 従業員数 前期末比増減
貨物輸送 1,046名 49名減
エネルギー輸送 742名 7名減
海外物流 152名 4名減
テクノサポート 119名 2名減
その他の事業 35名 ―
全社（共通） 63名 6名増

合　　計 2,157名 56名減

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
351名 5名減 44.7歳 17.1年

(7) 従業員の状況（2024年3月31日現在）

　① 企業集団の従業員の状況

　② 当社の従業員の状況

借入先 借入額
株式会社みずほ銀行 515百万円
株式会社三井住友銀行 435百万円

(8) 主要な借入先の状況（2024年3月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権の状況

2 会社の現況

① 発行可能株式総数 56,000,000株
② 発行済株式の総数 28,965,449株
③ 株主数 5,937名

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

ＪＸ金属株式会社 11,041,848 38.22

株式会社佐藤企業 5,163,500 17.87
佐藤謙一 1,562,000 5.40

 丸運グループ従業員持株会 858,419 2.97

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 501,800 1.73

大樹生命保険株式会社 400,000 1.38

MSIP CLIENT SECURITIES 254,300 0.88

株式会社みずほ銀行 249,382 0.86

株式会社三井住友銀行 240,708 0.83

三井住友信託銀行株式会社 230,000 0.79

(1) 株式の状況（2024年3月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

(注) 持株比率は株主名簿上の自己株式（81,078株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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会社役員の状況

会社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 氏名

代表取締役社長 社長執行役員 桑　原　　　豊

取締役 貨物輸送事業部長補佐
株式会社丸運ロジスティクス関東代表取締役社長 佐久間　成　安

取締役 常務執行役員
コーポレート管理本部長 植　西　　　祐

取締役 JX金属株式会社取締役副社長執行役員
パンパシフィック・カッパー株式会社代表取締役社長　社長執行役員 堀　　　一　浩

取締役（監査等委員） 服　部　　　裕

取締役（監査等委員） 岡かおりFORTUNA法律事務所代表弁護士 岡　　　香　里

取締役（監査等委員・常勤） 中　澤　謙　二

取締役（監査等委員） 一般社団法人全日本ホテル連盟専務理事 有　野　一　馬

(3) 会社役員の状況
① 取締役の状況（2024年3月31日現在）

(注) 1. 取締役植西祐氏は2024年3月31日付で当社常務執行役員及びコーポレート管理本部長を退任し、2024年4月1日付で株式会社丸運サー
ビス代表取締役社長及び同日付で株式会社丸運ビジネスアソシエイト代表取締役社長に就任いたしました。

2. 取締役堀一浩氏は、2023年6月23日開催の第121期定時株主総会において選任され、取締役に就任いたしました。同氏は、2024年3月
31日付でJX金属株式会社取締役副社長執行役員並びに同日付でパンパシフィック・カッパー株式会社代表取締役社長及び社長執行役員を
退任し、2024年4月1日付でJX金属株式会社理事及び同日付でパンパシフィック・カッパー株式会社代表取締役会長に就任いたしまし
た。

3. 取締役岡香里氏は2023年7月1日付で岡かおりFORTUNA法律事務所代表弁護士に就任いたしました。
4. 取締役堀一浩氏、服部裕氏、岡香里氏、中澤謙二氏及び有野一馬氏は、社外取締役であります。
5. 当社は、取締役服部裕氏、岡香里氏及び有野一馬氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。
6. 取締役中澤謙二氏は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、執行部門の重要な会議に出席するほか、重

要な各種情報収集や報告の受領等を継続的かつ実務的に行うためであります。
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会社役員の状況

② 責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外取締役（監査等委員である取締役を含む）との間で、会社法第427条第1項及び定款の規定に基
づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める最低責任限度額としております。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
　当該保険契約の概要は以下のとおりであります。

・当該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役（監査等委員である取締役を含む）並びに子会社の取締役及び
監査役であります。被保険者は保険料を負担しておらず、当社及び子会社が被保険者のすべての保険料全額を負
担しております。
・被保険者が役員等として行った業務上の行為に起因して、株主や投資家、従業員又はその他第三者から損害賠
償請求を提起された場合において、被保険者が負担する損害賠償金・訴訟費用等の損害を填補の対象としており
ます。
・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするために、被保険者による犯罪行為や法令違反の行為
であることを認識して行った行為に起因して生じた損害等については填補の対象としないこととしております。

④ 取締役の報酬等
(ⅰ) 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年3月24日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本項
目において取締役という。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決
定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、独立社外取締役が過半数を
占める監査等委員会との協議における内容を踏まえたものであることを確認しており、当該決定方針に沿う
ものであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
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会社役員の状況

イ．基本方針
　当社の取締役の報酬は、業績の反映及び株主と価値を共有する観点から、業務執行を担当する取締役
については、基本報酬及び業績連動報酬で構成されるものとし、業務執行を担当しない取締役について
は、基本報酬のみとする。

ロ. 基本報酬の個人別の報酬等の額又は算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定
に関する方針を含む）
　基本報酬は、取締役の役職、職責等に応じて定める月例の固定報酬であり、業績、社会情勢等を勘案
して、必要に応じて見直しを図るものとする。

ハ. 業績連動報酬に係る業績指標の内容及び業績連動報酬の額の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与
える時期又は条件の決定に関する方針を含む）
　業績連動報酬は、経営層の業績向上へ向けての意欲を一層高めるために、毎年、事業年度終了後の一
定の時期に、業務執行を担当する取締役に対して支給する全額現金の変動報酬であり、会社業績（当該
年度の連結経常利益）及び個人別業績評価に基づき決定される。

ニ．基本報酬の額及び業績連動報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
　業務執行を担当する取締役の種類別の報酬の割合については、役職、職責等を踏まえて決定する。な
お、報酬の種類ごとの比率の目安は概ね基本報酬80％、業績連動報酬20％とする。

ホ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方法
　取締役会は、上記各方針に沿った「取締役報酬支給規定（内規）」及び「業績連動報酬支給規定（内
規）」を、取締役会の決議により定める。
　取締役の個人別の基本報酬は、「取締役報酬支給規定（内規）」に基づき、独立社外取締役が過半数
を占める監査等委員会と協議の上で、取締役会の決議により決定する。
　取締役の個人別の業績連動報酬は、「取締役報酬支給規定（内規）」及び「業績連動報酬支給規定
（内規）」に基づき、独立社外取締役が過半数を占める監査等委員会と協議の上で、取締役会の決議に
より取締役の個人別の業績連動報酬の決定を再一任された取締役社長が決定する。
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会社役員の状況

区分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額

対象となる役員の員数
基本報酬 業績連動報酬

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

66百万円
（－）

45百万円
（－）

20百万円
（－）

3名
（0名）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

42百万円
（42百万円）

42百万円
（42百万円）

－
（－）

4名
（4名）

合　計
（うち社外取締役）

109百万円
（42百万円）

88百万円
（42百万円）

20百万円
（－）

7名
（4名）

(ⅱ) 当事業年度に係る報酬等の総額

(注) 1. 「対象となる役員の員数」には無報酬の社外取締役1名を除いております。
2. 当社は、取締役（業務執行を担当しない取締役、社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）に対して業績向上に向けての意欲

を一層高めるため、業績連動報酬を導入しております。業績指標は連結経常利益を選定しており、当該指標を選定した理由は、連結経
常利益は、経営活動全般の利益を表し、定量的な指標として適当であること、及び当社グループにおける基本的かつ重要な業績指標で
あるためであります。業績連動報酬の支給額は基本報酬月額に役職、職責等に応じた基準月数を乗じ、当該年度の連結経常利益に応じ
て算出した支給率を乗じて個人別の業績連動報酬の額とし、さらに個人別の業績評価に応じた評価率を乗じて算定しております。支給
率は当該年度の連結経常利益を連結経常利益基準額（当該年度期首に公表した連結経常利益額）で除した率であります。当事業年度に
おいて連結経常利益は7億4百万円であり、連結経常利益基準額は7億円であります。

3. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2016年6月27日開催の第114期定時株主総会において、年額2億40百
万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点における取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は5名（うち
社外取締役0名）であります。

4. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2017年6月27日開催の第115期定時株主総会において、年額50百万円以内と決議いただい
ております。当該株主総会終結時点における監査等委員である取締役の員数は4名（うち社外取締役4名）であります。

5. 取締役会は、取締役社長桑原豊に対し、業務執行を担当する取締役の個人別の業績連動報酬の決定を委任しております。委任した理由
は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各業務執行を担当する取締役の業績の評価を行うには、取締役社長が適任と判断したためであり
ます。なお、取締役社長は、独立社外取締役が過半数を占める監査等委員会と協議の上で、これを決定しております。
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会社役員の状況

区分 氏名 出席状況、発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 堀　　　一　浩

取締役に就任した2023年6月23日以降、当事業年度において11回開催された取締役会
のうち11回に出席しております。主にグローバルな非鉄金属企業及びエネルギー企業に
おける財務・企画・IR等の幅広い経験を有し、その経営に携わるなど、経営課題への対
処等にかかる豊富な知見から、取締役会では当社の経営全般について積極的に意見を述
べるなど、監督、助言等を行い、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役
割を果たしております。

監査等委員で
あ る 取 締 役 服　部　　　裕

当事業年度において14回開催された取締役会のうち14回及び16回開催された監査等委
員会のうち16回に出席しております。主に化学業界企業における経営者としての豊富な
知識と経験の見地から、取締役会及び監査等委員会では当社の経営全般について積極的
に意見を述べるなど、客観的・中立的立場から監督・助言等を行っており、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

監査等委員で
あ る 取 締 役 岡　　　香　里

当事業年度において14回開催された取締役会のうち14回及び16回開催された監査等委
員会のうち16回に出席しております。主に弁護士としての豊富な知識と経験の見地か
ら、取締役会及び監査等委員会では当社のコンプライアンス体制等について積極的に意
見を述べるなど、客観的・中立的立場から監督・助言等を行っており、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

監査等委員で
あ る 取 締 役 中　澤　謙　二

当事業年度において14回開催された取締役会のうち14回及び16回開催された監査等委
員会のうち16回に出席しております。監査等委員会議長として監査等委員会の活発かつ
効率的な議事運営を行うとともに、石油業界における豊富な知識と経験の見地から、取
締役会及び監査等委員会では当社の経営全般について積極的に意見を述べるなど、客観
的・中立的立場から監督・助言等を行っており、取締役会の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための適切な役割を果たしております。

監査等委員で
あ る 取 締 役 有　野　一　馬

当事業年度において14回開催された取締役会のうち14回及び16回開催された監査等委
員会のうち16回に出席しております。主に運輸業界における豊富な知識と経験の見地か
ら、取締役会及び監査等委員会では当社の経営全般について積極的に意見を述べるな
ど、客観的・中立的立場から監督・助言等を行っており、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

⑤ 社外役員に関する事項
(ⅰ) 他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役堀一浩氏は、JX金属株式会社取締役副社長執行役員及びパンパシフィック・カッパー株式会社代表
取締役社長 社長執行役員を兼務しております。当社は両社との間に運送等の取引関係があります。
・監査等委員である取締役岡香里氏は、岡かおりFORTUNA法律事務所代表弁護士を兼務しております。な
お、岡かおりFORTUNA法律事務所と当社との間に特別な関係はありません。
・監査等委員である取締役有野一馬氏は、一般社団法人全日本ホテル連盟専務理事を兼務しております。な
お、一般社団法人全日本ホテル連盟と当社との間に特別な関係はありません。

(ⅱ) 当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

支払額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 32百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 32百万円

(4) 会計監査人の状況
① 名称　　　清陽監査法人

② 報酬等の額

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分してお
らず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 当社の重要な子会社のうち、海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相
当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

③ 会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
　前事業年度の監査実績等を分析・評価するとともに、当事業年度の監査計画における監査時間・配員計画等を検
討した結果として、その報酬見積額は相当であると判断しました。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会社法第340条に定める監査等委員会による会計監査人の解任のほか、会計監査人の適格性、
信頼性を損ねる事由の発生により、適切な監査の遂行に支障があると認められる場合等、その必要があると判断し
た場合に、解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定に基づき当該議案を株主総会に提出
します。
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業務の適正を確保するための体制

(5) 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
① 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社及びその子会社からなる企
業集団の業務の適正を確保するための体制の概要は、以下のとおりであります。
　イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、ガバナンス委員会規則を定め、企業活動のあらゆる場面において企業人として、そして社会市民と
して、法令遵守はもとより、社会規範並びに企業倫理に則って誠実に行動することを基本方針として示し、行
動指針を定めるとともにガバナンス委員会を運営します。
　当社は、複数の独立社外取締役が取締役会に出席することにより、業務執行に関する決定の客観性及び妥当
性を確保します。
　当社は、内部監査組織である監査室による関連監査の実施及び通報制度運営要綱に基づく内部通報制度の運
用により、コンプライアンスの強化を図ります。

　ロ．取締役及び使用人の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、法令に基づき取締役会議事録を適正に作成し、その他の議事録、稟議書等の文書について、法令及
び文書取扱規則その他の社内規則に基づき適切に保存し、管理します。
　当社は、情報セキュリティ基本規則、個人情報保護規則及び特定個人情報取扱規程に基づき会社情報の不正
な使用・開示・漏洩を防止し、機密情報、個人情報及び特定個人情報を適切に取り扱うため、社内研修などを
通じ、取締役及び使用人にその遵守を徹底します。

　ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、当社の経営に大きな影響を及ぼす非常事態が発生した場合に、これに迅速かつ的確に対応し、人
的、物的な被害を最小限に抑え、もって、当社に課せられた社会的使命を全うすることを目的とした非常事態
対応規則に基づき、社長を本部長とする非常対策本部を設置するなど、全社的なリスク管理の充実のための措
置を講じます。

　ニ．取締役及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、定例の取締役会を原則として毎月1回開催し、重要事項の決定及び執行役員の業務執行状況を監督
します。執行役員は、取締役会の決定によって定める業務の執行に当たります。
　また、社長が議長となり、執行役員のうち社長が指名した者、監査等委員会が指名した監査等委員が出席す
る経営会議を原則として毎月3回開催し、取締役会付議事項の協議、取締役会から取締役に委任された業務執
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業務の適正を確保するための体制

行に係る意思決定を行います。職制規則、職務権限規則及び稟議規則により職制、分掌業務並びに職制別の決
裁事項及び決裁権限を定め、効率的に職務を執行します。

　ホ．企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、内部統制システムの構築及び運用について、丸運グループ全体として取り組むことを基本としま
す。
　当社は、丸運グループサミット会運営要綱に基づき丸運グループサミット会を定期的に開催し、中期経営計
画、予算等の連結経営に関する意識統一を図ります。また、内部統制会議運営要綱に基づく当社及び連結対象
関係会社を対象とした内部統制会議の定期的な開催及び以下の体制により、丸運グループの内部統制システム
の確立を図ります。

（ⅰ）当社は、丸運グループの総合的な発展と経営効率の向上を図るため、関係会社管理運営規則に基づき、丸
運グループ各社の所管部署を定めます。丸運グループ各社は、所管部署を通じて、重要事項の決定について
当社の承認を得るほか、月次決算等の必要事項について、当社に報告を行います。

（ⅱ）当社は、丸運グループ各社において非常事態が発生した場合は、非常事態対応規則に基づき、当社として
必要な指導・支援を行います。

（ⅲ）当社は、所管部署を通じて、丸運グループ各社の経営全般、営業活動等の指導、支援を行います。
（ⅳ）当社は、丸運グループコンプライアンス基本規則において、丸運グループの役員社員等の遵守すべき具体

的規準、実施体制等を定めるとともに、丸運グループESG推進規則に基づき、丸運グループの地球環境の保
全の推進、安全の向上、品質・顧客満足度の向上、ダイバーシティの推進と多様な働き方環境の構築、社会
貢献活動の推進、企業経営の管理体制の向上の推進を図ります。また、内部監査組織である監査室による丸
運グループ各社への関連監査の実施及び通報制度運営要綱に基づく丸運グループ各社を含めた内部通報制度
の運用により、丸運グループ全体としてコンプライアンスの強化を図ります。

　ヘ．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項並びに当該取締役及び使用人の他の取締役
（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）からの独立性及び監査等委員会の当該使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項

　当社は、監査等委員会の要請に応じて、監査等委員会の業務補助のためのスタッフを置くこととします。当
該スタッフの人事については、監査等委員会の同意を得るものとします。
　監査等委員会は、当該スタッフに対して、監査等委員会に係る業務を直接指示するものとし、当該指示を受
けたスタッフは、監査等委員会の指示に従い、業務を遂行します。
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　ト．当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に
関する体制

　当社は、監査等委員会が定めた監査等委員会監査要綱及び監査計画を尊重し、当社及び丸運グループ各社に
関する監査の円滑な遂行及び監査環境の整備に協力します。監査等委員会の定めた監査等委員が経営会議等の
重要な会議に出席し、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるよう体制を整備・運用します。
　総務部管掌役員は、監査等委員会の求める事項について、監査等委員会への報告が適切かつ円滑に実施され
るよう、関係部署との調整を図ります。
　当社は、監査等委員会に報告をした者が報告を理由として不利な取扱いを受けないよう適切に対応します。

　チ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　当社は、監査等委員の求めに従い、監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限
る。）について生ずる合理的な費用を負担します。
　重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実等を発見したとき
は、直ちに監査等委員に報告します。また、内部監査を担う監査室が監査等委員会と緊密な連携を保ちます。

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　上記の業務の適正を確保するための体制は、当社グループのすべての取締役及び従業員に周知されています。ま
た、運用にあたり、毎年2回開催される内部統制会議において運用状況の定期的モニタリングを行い、不断の改善
に努めております。
　当社グループにおける具体的な運用状況は、以下のとおりです。
　イ．丸運グループ経営理念の制定

　丸運グループとして、「こういう会社でありたい、グループ社員一人ひとりがこうした行動ができる社員で
ありたい」という目指す方向を表した『丸運グループ経営理念』を2015年12月1日に制定し、その後2020
年4月には、当社グループを取り巻く経営環境の変化等を踏まえ、一部改定いたしました。
　丸運グループ各社の会議室、執務室等にこれを掲示すること等により経営理念の浸透を図っています。

　ロ．法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社の社長以下の取締役、執行役員、関係会社社長が前記の内部統制会議に参加し、内部監査の実施状況・
フォロー、金融商品取引法上の内部統制の評価状況その他の内部統制システムに関する問題点等を共有化し、
解決策の確実な実施等をモニタリングしています。
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業務の適正を確保するための体制

　また、拠点を対象として、内部統制の運用状況に関するセルフチェックを実施し、その結果を内部統制会議
で検証することにより、問題点の共有化を図っています。
　さらに、年2回開催される丸運グループESG推進会議（環境委員会、安全委員会、品質委員会、人権・人財
委員会、社会貢献委員会及びガバナンス委員会）において、各種ハラスメント防止等のコンプライアンスの徹
底、事故事例の解析を含め安全・品質の向上に関する問題点等の共有化を図り、丸運グループESG推進体制を
強化しています。

　ハ．企業集団における業務の適正を確保するための体制
　毎年4月及び10月に開催される丸運グループサミット会に当社の社長以下の取締役、執行役員、関係会社社
長等が参加し、中期経営計画をはじめ連結経営に関する意識統一を図っています。
　2015年6月には、関係会社の定款を変更し、各社の監査役が業務監査も行うことにより各社の責任を明確
にしています。また、海外の関係会社については、監査役や監査役に相当する監事を当社社員が務め、定期的
に監査又はリモート会議を通じて、現地トップの業務遂行をチェックしております。
　内部通報制度は丸運グループ各社の社員等を対象としておりますが、法令上の疑念や職場の気づき事項を連
絡しやすくすることを目的として、通報窓口を外部の専門機関に委託しております。窓口に寄せられた案件
は、外部の専門機関のアドバイスも受けつつ、個別に適切に対応しております。
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剰余金の配当の決定に関する方針

本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

(6) 剰余金の配当の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置付け、財務体質の強化と事業展開に必
要な内部留保の充実を図りつつ、安定した配当を実施することを基本方針としておりましたが、株主の皆様への利益
還元を強化する観点から2023年11月にこの方針を見直し、連結配当性向50％以上を目途として配当を実施する方
針といたしました。なお、新たな方針においては、安定的な配当の継続にも配慮し、単年度8円/株の配当を下限とし
ています。
　当期の期末配当金につきましては、1株につき5円とさせていただきました。すでに2023年12月4日に実施済みの
中間配当金1株当たり4円と合わせて、年間配当金は1株当たり9円となります。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表 (単位：百万円)

科目 第122期
2024年3月31日現在

資産の部

流動資産 8,916

現金及び預金 1,974

受取手形 179

電子記録債権 325

営業未収入金及び契約資産 5,391

棚卸資産 53

その他 992

貸倒引当金 △0

固定資産 27,969

有形固定資産 23,689

建物及び構築物 4,309

機械装置及び車両運搬具 2,187

土地 16,853

その他 338

無形固定資産 851

ソフトウエア 762

その他 88

投資その他の資産 3,428

投資有価証券 2,742

その他 808

貸倒引当金 △122

資産合計 36,886
　

科目 第122期
2024年3月31日現在

負債の部
流動負債 6,951

営業未払金 2,503
短期借入金 1,000
未払法人税等 201
賞与引当金 651
その他 2,594

固定負債 4,929
長期借入金 370
再評価に係る繰延税金負債 1,886
退職給付に係る負債 2,169
その他 503

負債合計 11,881
純資産の部
株主資本 20,495
資本金 3,559
資本剰余金 3,067
利益剰余金 13,891
自己株式 △22
その他の包括利益累計額 4,237
その他有価証券評価差額金 1,226
土地再評価差額金 2,901
為替換算調整勘定 139
退職給付に係る調整累計額 △30
非支配株主持分 271
純資産合計 25,004
負債純資産合計 36,886
　

連結計算書類
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連結損益計算書

連結損益計算書 (単位：百万円)

科目
第122期

2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで

営業収益 44,992
営業原価 41,390

営業総利益 3,602
販売費及び一般管理費 3,093
営業利益 509

営業外収益 233
受取利息及び配当金 78
その他 154

営業外費用 37
支払利息 12
その他 25
経常利益 704

特別利益 144
固定資産売却益 60
投資有価証券売却益 63
その他 20

特別損失 67
固定資産売廃却損 25
減損損失 6
災害による損失 28
その他 7
税金等調整前当期純利益 781
法人税、住民税及び事業税 286
法人税等調整額 55
当期純利益 439
非支配株主に帰属する当期純利益 23
親会社株主に帰属する当期純利益 416
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第122期（2023年4月1日から2024年3月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,559 3,087 13,705 △22 20,329
当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △231 △231
親会社株主に帰属する
当期純利益 416 416

自己株式の取得 △0 △0
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 △19 △19

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △19 185 △0 165
当期末残高 3,559 3,067 13,891 △22 20,495

その他の包括利益累計額 非 支 配
株主持分 純資産合計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る調整
累 計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額 合 計

当期首残高 904 2,901 71 △40 3,836 313 24,479
当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △231
親会社株主に帰属する
当期純利益 416

自己株式の取得 △0
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 △19

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 322 － 67 9 400 △41 359

連結会計年度中の変動額合計 322 － 67 9 400 △41 525
当期末残高 1,226 2,901 139 △30 4,237 271 25,004

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表
1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項
　① 連結子会社の状況

イ．連結子会社の数 20社
ロ．主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称は、事業報告内の「１企業集団の現況（３）重要な親会社及び子会

社の状況」に記載のとおりであります。

　② 非連結子会社の状況
該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、丸運国際貨運代理（上海）有限公司、丸運物流（常州）有限公司及び丸運物流（天津）有限公司の決算日は
12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、これらの会社については、連結決算日で本決算に準じた仮決算を行った
計算書類を基礎として連結決算を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
　① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　イ．有価証券
　　　　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は総平均法により算定）

・市場価格のない株式等 総平均法による原価法
ロ．デリバティブ 時価法
ハ．棚卸資産 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切り下げの方法により算定）
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　② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　イ．有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定額法
　　　　主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　建物及び構築物　　　　　２～50年
　　　　機械装置及び車両運搬具　２～17年
　　ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定額法
　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。
　　ハ．リース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　③ 重要な引当金の計上基準
　　イ．貸倒引当金
　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　　ロ．賞与引当金
　　　　当社及び連結子会社の従業員等に対して支給する賞与にあてるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しており

ます。

　④ 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

　⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
　　当社グループの主要な事業である運送事業と保管事業の主な履行義務の内容、収益を認識する通常の時点及び取引先の支払期

限は以下のとおりであります。
　　運送事業は、主に当社グループの営業所における国内トラック運送となります。トラック運送では、取引先の荷物を積地から

着地に運送する履行義務を負っております。これらの収益は、着地への到着時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収
益を認識しております。代金は、取引先との契約に従い、概ね２ヵ月以内に受領しております。

　　保管事業は、主に当社グループの営業所における倉庫での保管及び保管物の入出庫となります。倉庫での保管では、取引先の
利用期間中に荷物を保管する履行義務を負っており、保管物の入出庫では、顧客の指示により保管物を入出庫する義務を負ってお
ります。これらの収益は、利用に応じて履行義務が充足されると判断し、サービスを提供した時点で収益を認識しております。代
金は、取引先との契約に従い、概ね２ヵ月以内に回収しております。
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　⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　イ．退職給付に係る会計処理の方法

(ⅰ)　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定
式基準によっております。

(ⅱ)　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主とし
て12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(ⅲ)　小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　　ロ．グループ通算制度の適用
　当社及び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。

2．会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

3．表示方法の変更に関する注記
　該当事項はありません。

4．会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
　① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,052百万円
　(繰延税金負債相殺前)

　② 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　当社グループはグループ通算制度を適用しており、繰延税金資産の認識は、主にグループ通算制度適用会社の将来の事業計画に
基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積もっております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響
を受ける可能性があり、予測不能な事態により実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度
の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

5．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産に係る事項
　① 次の有形固定資産は道路交通事業財団を組成し借入金1,130百万円の担保に供しております。
　建物及び構築物　　　　　　　　　　　　　　　　　 214百万円
　機械装置及び車両運搬具　　　　　　　　　　　　　　  0百万円
　土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,292百万円
　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,507百万円
　② 次の有形固定資産は株式会社商工組合中央金庫に対する借入金100百万円の担保に供しております。
　建物及び構築物　　　　　　　　　　　　　　　　　 190百万円
　土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 748百万円
　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 939百万円

41



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2024/05/22 13:47:14 / 23071805_株式会社丸運_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

当連結会計年度
期首株式数 (株)

当連結会計年度
増加株式数 (株)

当連結会計年度
減少株式数 (株)

当連結会計年度
末株式数 (株)

発行済株式
　普通株式 28,965,449 － － 28,965,449
合計 28,965,449 － － 28,965,449
自己株式
　普通株式（注） 79,695 383 － 80,078
合計 79,695 383 － 80,078

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額 (円) 基準日 効力発生日

2023年5月19日
取締役会 普通株式 115 4.0 2023年3月31日 2023年6月6日

2023年11月8日
取締役会 普通株式 115 4.0 2023年9月30日 2023年12月4日

(2) 保証債務額
　該当事項はありません。

(3) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　  28,068百万円

(4) 国庫補助金による圧縮記帳額　　　　　　　　　　　78百万円

(5) 土地の再評価
　｢土地の再評価に関する法律｣（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額について
は、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評
価差額金」として純資産の部に計上しております。
　再評価を行った年月日　　　　　　2000年3月31日
　再評価の方法　　　　　　　　　　｢土地の再評価に関する法律施行令｣(平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第4号の定

めにより算定する方法を採用しております。
　再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額の差額　　　△69百万円

6．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 1.普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
 　 2.上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株あります。

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　① 配当金支払額
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決議予定 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 1株当たり

配当額 (円) 基準日 効力発生日

2024年5月17日
取締役会 普通株式 144 利益剰余金 5.0 2024年3月31日 2024年6月10日

　② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

7．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用についてはリスクの少ない金融商品で行うこととしております。また、資金調達については、その目
的、金額等を勘案し、銀行借入金等最善の方法により行う方針です。
　デリバティブ取引については、外貨建金銭債務の為替変動リスクを回避するためや、借入金に係る支払金利の変動リスクを回避
するために行う場合はありますが、投機的な取引は行わない方針であります。
　営業債権である受取手形、電子記録債権並びに営業未収入金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されていますが、取引先ご
との期日管理及び残高管理を行うこととしております。また、外貨建ての金銭債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、一
部為替予約を利用してヘッジする場合があります。
　投資有価証券は、主に株式であり市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定
期的に時価を把握することとしております。
　営業債務である営業未払金は、1年以内の支払期日です。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の
借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、この変動に対するリスクヘッジを目的として、デリバティブ取引（金利スワッ
プ取引）を利用する場合があります。ヘッジの有効性の評価方法については、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段
のキャッシュ・フロー変動の累計を四半期ごとに比較して、ヘッジの有効性を評価しております。
　デリバティブ取引は、将来の為替レートの変動リスクを回避するため、外貨建営業債権に対して為替予約取引を利用する場合が
あります。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、有効性の評価を省略しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規定に従って行っており、また、デリバティブの利用にあた
っては、信用リスクを軽減するために、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。
　営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、資金繰り計画を作成するなどの方法により管理し
ております。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
　投資有価証券
　　その他有価証券 2,664 2,664 －

資産計 2,664 2,664 －
　長期借入金 1,070 1,066 △3
負債計 1,070 1,066 △3

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2024年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格の
ない株式等（連結貸借対照表計上額77百万円）は、｢その他有価証券」には含めていません。また、現金は注記を省略しており、
預金、受取手形、電子記録債権、営業未収入金及び契約資産、営業未払金並びに短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似することから、注記を省略しております。

(単位：百万円)

(注) 金融商品の区分に関する事項
　　長期借入金については１年以内返済予定の長期借入金700百万円が含まれております。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。
　　レベル1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　　レベル2 の時価：レベル1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　　レベル3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
　　投資有価証券
　　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル1の時価に

分類しております。
　　長期借入金
　　　元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベ

ル2の時価に分類しております。

8．賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社及び一部の子会社では静岡県富士市及びその他の地域において賃貸用の土地を有しております。
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連結貸借対照表計上額
当期末の時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高
287 64 351 485

（単位：百万円）

貨物輸送 エネルギー
輸送 海外物流 テクノ

サポート
その他
事業 合計 調整額 連結損益計算

書計上額

営業収益

顧客との契約から生じる収益 22,433 15,611 5,134 1,785 26 44,992 － 44,992

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への営業収益 22,433 15,611 5,134 1,785 26 44,992 － 44,992

セグメント間の内部営業収
益又は振替高 755 683 15 0 384 1,839 △1,839 －

計 23,189 16,295 5,150 1,786 411 46,832 △1,839 44,992

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項
当連結会計年度における賃貸等不動産に関する賃貸損益は10百万円であります。

(単位：百万円)

(注1)　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減損損失累計額を控除した金額であります。
(注2)　当期末の時価は、適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算出した金額であります。

9．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　報告セグメントごとの営業収益に関する情報及び収益の分解情報

 (注)その他事業の区分は各報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、不動産賃貸業、損害保険代理業及び事務代行業等並びに各報
告セグメントに配分していない全社収益・費用の純額等であります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　(4) 会計方針に関する事項　⑤ 重要な収益及び費用の
計上基準」に記載のとおりです。
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当連結会計年度

　顧客との契約から生じた債権 　　　　　　 5,875百万円

　契約負債 　　　　　　　   23百万円

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　契約負債は主に、サービス提供の前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負債のその他に含まれておりま
す。
　顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下の通りであります。

　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に重要性はありません。なお、当連結
会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額には重要性はありません。

10．1株当たり情報に関する注記
(1) 1株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　 856.25円

(2) 1株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　14.41円

11．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

12．その他の注記
(1) 減損損失
　当社グループは、原則として、事業区分をもとに他の資産グループから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位
でグルーピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
　当連結会計年度において、東京都千代田区の事務所については、建物を解体することになったため、6百万円を減損損失として特
別損失に計上しております。

(2) その他
　記載金額は表示単位未満を切捨てて表示しております。
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貸借対照表 (単位：百万円)

科目 第122期
2024年3月31日現在

資産の部
流動資産 7,677

現金及び預金 1,229
受取手形 176
電子記録債権 312
営業未収入金及び契約資産 4,765
棚卸資産 20
前払費用 65
短期貸付金 285
未収入金 805
その他 17
貸倒引当金 △0

固定資産 25,648
有形固定資産 19,684
建物 3,575
構築物 417
機械装置 138
車両運搬具 71
工具器具備品 211
土地 15,263
その他 6
無形固定資産 826
借地権 84
施設利用権 2
ソフトウエア 739
投資その他の資産 5,138
投資有価証券 1,474
関係会社株式 3,043
出資金 16
長期貸付金 275
長期前払費用 21
敷金 270
その他 148
貸倒引当金 △111

資産合計 33,326
　

科目 第122期
2024年3月31日現在

負債の部
流動負債 9,330

営業未払金 3,195
短期借入金 1,000
未払金 749
未払費用 106
未払法人税等 71
預り金 150
関係会社預り金 3,725
賞与引当金 245
その他 84

固定負債 4,597
長期借入金 370
再評価に係る繰延税金負債 1,886
退職給付引当金 1,735
その他 605

負債合計 13,927
純資産の部
株主資本 15,289
資本金 3,559
資本剰余金 3,077
資本準備金 3,076
その他資本剰余金 1
利益剰余金 8,674
利益準備金 379
その他利益剰余金 8,295
別途積立金 3,000
固定資産圧縮記帳積立金 1,197
繰越利益剰余金 4,098

自己株式 △22
評価・換算差額等 4,109
その他有価証券評価差額金 1,207
土地再評価差額金 2,901
純資産合計 19,398
負債純資産合計 33,326
　

計算書類
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損益計算書 (単位：百万円)

科目
第122期

2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで

営業収益 39,072
営業原価 37,133

営業総利益 1,938
販売費及び一般管理費 2,066
営業損失 127

営業外収益 247
受取利息及び配当金 186
その他 61

営業外費用 37
支払利息 24
その他 12
経常利益 83

特別利益 141
固定資産売却益 14
関係会社株式売却益 63
投資有価証券売却益 63

特別損失 30
固定資産売廃却損 23
減損損失 6
その他 0

税引前当期純利益 194
法人税、住民税及び事業税 65
法人税等調整額 12
当期純利益 116

48



2024/05/22 13:47:14 / 23071805_株式会社丸運_招集通知_電子提供措置用

株主資本等変動計算書

第122期（2023年4月1日から2024年3月31日まで） (単位：百万円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資 本 準 備 金 そ の 他

資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
固 定 資 産
圧 縮 記 帳
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 3,559 3,076 1 3,077 379 3,000 1,197 4,212 8,789 △22 15,403

当期変動額
固定資産圧縮記帳
の取崩 △0 0 － －

剰余金の配当 △231 △231 △231

当期純利益 116 116 116

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － － △0 △113 △114 △0 △114

当期末残高 3,559 3,076 1 3,077 379 3,000 1,197 4,098 8,674 △22 15,289

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 890 2,901 3,792 19,196
当期変動額

固定資産圧縮記帳
の取崩 －

剰余金の配当 △231
当期純利益 116
自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 316 － 316 316

当期変動額合計 316 － 316 202
当期末残高 1,207 2,901 4,109 19,398

株主資本等変動計算書
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個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式 総平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は総平均法により算定）

市場価格のない株式等 総平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法により算定）

(4) 固定資産の減価償却の方法
　① 有形固定資産（リース資産は除く）
　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法
　　　　　　　　　　　　　　　　　建物及び構築物　　　　　　　2～50年
　　　　　　　　　　　　　　　　　機械装置及び車両運搬具　　　2～17年

　② 無形固定資産（リース資産は除く）
　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法
　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に基づく

定額法を採用しております。

　③ リース資産
　　　　　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(5) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金 従業員等に対して支給する賞与にあてるため、支給見込額の当期負担額を計上しておりま

す。
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③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき計上しており
ます。

　　　　　　　　　　　　　   　　　(ⅰ) 退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。
　　　　　　　　　　　　　   　　　(ⅱ) 数理計算上の差異の費用処理方法
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（主として12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処理しております。

(6) 重要な収益及び費用の計上基準
　当社の主要な事業である運送事業と保管事業の主な履行義務の内容、収益を認識する通常の時点及び取引先の支払期限は以下の
とおりであります。
　運送事業は、主に当社の営業所における国内トラック運送となります。トラック運送では、取引先の荷物を積地から着地に運送
する履行義務を負っております。これらの収益は、着地への到着時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識し
ております。
　保管事業は、主に当社の営業所における倉庫での保管及び保管物の入出庫となります。倉庫での保管では、取引先の利用期間中
に荷物を保管する履行義務を負っており、保管物の入出庫では、顧客の指示により保管物を入出庫する義務を負っております。こ
れらの収益は、利用に応じて履行義務が充足されると判断し、サービスを提供した時点で収益を認識しております。

(7) グループ通算制度の適用
　当社は、グループ通算制度を適用しております。

2．会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

3．表示方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

4．会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
　① 当事業年度の計算書類に計上した金額
　繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　 757百万円
　(繰延税金負債相殺前)

　② 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　当社グループはグループ通算制度を適用しており、繰延税金資産の認識は、主にグループ通算制度適用会社の将来の事業計画に
基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積もっております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響
を受ける可能性があり、予測不能な事態により実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計
算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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5．貸借対照表に関する注記
(1) 関係会社に対する金銭債権・債務
　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　 561百万円
　長期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　 275百万円
　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,407百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　  16,958百万円

(3) 国庫補助金による圧縮記帳額　　　　　　　　　　　30百万円

(4) 担保に供している資産
　① 次の有形固定資産は道路交通事業財団を組成し借入金1,130百万円の担保に供しております。
　建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 214百万円
　車両運搬具　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  0百万円
　土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,292百万円
　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,507百万円

　② 次の有形固定資産は株式会社商工組合中央金庫に対する借入金100百万円の担保に供しております。
　建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　190百万円
　土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　644百万円
　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　834百万円

(5) 保証債務額
　該当事項はありません。

(6) 土地の再評価
　｢土地の再評価に関する法律｣（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額について
は、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評
価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 2000年3月31日
再評価の方法 ｢土地の再評価に関する法律施行令｣(平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第4号の定

めにより算定する方法を採用しております。
　再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額の差額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△69百万円
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当事業年度期首株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末株式数（株）
普通株式（注） 79,695 383 － 80,078

合計 79,695 383 － 80,078

6．損益計算書に関する注記
　関係会社との営業取引による取引高の総額
営業収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,164百万円
営業支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  16,286百万円
営業取引以外の取引高　　　　　　　　　　　　　　　　49百万円

7．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 1.普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
 　 2.上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株あります。

8．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　① 繰延税金資産
　　　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　　  531百万円
　　　賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 75百万円
　　　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 34百万円
　　　会員権評価損　　　　　　　　　　　　　　　　　 71百万円
　　　未払金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 91百万円
　　　関係会社株式評価損　　　　　　　　　　　　　  123百万円
　　　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 13百万円
　　　固定資産売却損　　　　　　　　　　　　　　　    72百万円
　　　減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 33百万円
　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    46百万円
　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　  1,092百万円
　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　  △335百万円
　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　  757百万円

　② 繰延税金負債
　　　固定資産圧縮記帳積立金　　　　　　　　　　  △528百万円
　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　  △528百万円
　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　  △1,056百万円

　③ 繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　　   　　 299百万円
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個別注記表

種類 会社等の
名称 住所

資本金又は
出資金

(百万円)
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容
取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の

関係

法人主要株主
及びその他の
関 係 会 社

JX金属㈱ 東 京 都
港 区 75,000

薄膜材料事業、タ
ンタル・ニオブ事
業 、 機 能 材 料 事
業、金属・リサイ
クル事業、資源事
業

(被所有)
直接
38.27％

兼任
1人

同社製品
の自動車
運送

営業取引
(運送に伴う料
金・運賃等)

935
営業未
収入金
及び契
約資産

90

そ の 他 の
関 係 会 社 の
親 会 社

ENEOS
ホールディ
ングス㈱

東 京 都
千代田区 100,000

エネルギー事業、
石油・天然ガス開
発 事 業 、 金 属 事
業、機能材事業、
電気・都市ガス事
業、再生可能エネ
ルギー事業を行う
子会社及びグルー
プ会社の経営管理
並びにこれに付帯
する業務

(被所有)
間接
38.28％

－
同社依頼
貨物の自
動車運送

営業取引
(運送に伴う料
金・運賃等)

1
営業未
収入金
及び契
約資産

0

そ の 他 の
関 係 会 社
等 ( 注 ) ２ ENEOS㈱ 東 京 都

千代田区 30,000

石油製品（ガソリ
ン・灯油・潤滑油
等）の精製及び販
売、ガスの輸入お
よび販売、石油化
学製品等の製造及
び販売、水素供給

－ －
同社製品
の自動車
運送

営業取引
(運送に伴う料
金・運賃等)

13,162
営業未
収入金
及び契
約資産

1,376

子 会 社 ㈱日昭丸運 茨 城 県
日 立 市 10 構内作業請負業 100％ － 傭車・

作業業務

グループ資金
一元化に伴う
預り資金
(支払利息)

1 預り金 377

子 会 社
㈱丸運ロジ
スティクス
関東

東 京 都
江 東 区 10 貨物自動車運送事業 100％ 兼任

1人
傭車・
作業業務

グループ資金
一元化に伴う
預り資金
(支払利息)

1 預り金 473

子 会 社
㈱丸運トラ
ンスポート
東日本

神奈川県
横 浜 市 30 貨物自動車運送事業 100％ － 傭車・

作業業務

営業取引
(運送に伴う
傭車費等)

6,360 営 業
未払金 630

グループ資金
一元化に伴う
預り資金
(支払利息)

3 預り金 1,092

子 会 社
㈱丸運トラ
ンスポート
西日本

大 阪 府
大 阪 市 50 貨物自動車運送事業 100％ － 傭車・

作業業務

グループ資金
一元化に伴う
預り資金
(支払利息)

1 預り金 377

子 会 社 ㈱丸運テク
ノサポート

岡 山 県
倉 敷 市 30 構内作業請負業 100％ － 作業業務

グループ資金
一元化に伴う
預り資金
(支払利息)

1 預り金 372

9．関連当事者との取引に関する注記

(注) 1. 取引条件ないし取引条件の決定方針等　営業取引については、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。
2. ENEOS㈱はその他の関係会社の親会社の子会社に該当します。
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個別注記表

10．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための情報は、「連結注記表　9.収益認識に関する注記」に同一の内容を記載している
ため、記載を省略しております。

11．1株当たり情報に関する注記
(1) 1株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　 671.57円

(2) 1株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　  4.04円

12．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

13．その他の注記
　減損損失
　当社は、原則として、事業区分をもとに他の資産グループから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位でグルー
ピングを行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
　当事業年度において、東京都千代田区の事務所については、建物を解体することになったため、6百万円を減損損失として特別損
失に計上しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告書謄本

清陽監査法人
　東京都港区
指　定　社　員 公認会計士 鈴　木　智　喜業 務 執 行 社 員
指　定　社　員 公認会計士 乙　藤　貴　弘業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2024年5月14日

株式会社丸運
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社丸運の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年
度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社丸運及
び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

監査報告

連結計算書類に係る会計監査報告書謄本
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連結計算書類に係る会計監査報告書謄本

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。
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連結計算書類に係る会計監査報告書謄本

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監
査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告書謄本

清陽監査法人
　東京都港区
指　定　社　員 公認会計士 鈴　木　智　喜業 務 執 行 社 員
指　定　社　員 公認会計士 乙　藤　貴　弘業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2024年5月14日

株式会社丸運
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社丸運の2023年４月１日から2024年３月31日までの第
122期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告書謄本
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計算書類に係る会計監査報告書謄本

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
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計算書類に係る会計監査報告書謄本

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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監査等委員会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2023年4月1日から2024年3月31日までの第122期事業年度における取締役の職務の執行を監査いたしまし

た。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

1．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告

を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使

用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産

の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要

に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人清陽監査法

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人清陽監査法人から「職務

の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な

検討事項については、清陽監査法人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書謄本
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監査等委員会の監査報告書謄本

株式会社丸運　監査等委員会

常勤監査等委員 中澤 謙二 ㊞

監 査 等 委 員 服 部　裕 ㊞

監 査 等 委 員 岡　香 里 ㊞

監 査 等 委 員 有野 一馬 ㊞

2．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人清陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人清陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年5月15日

　
(注) 常勤監査等委員中澤謙二、監査等委員服部裕、監査等委員岡香里及び監査等委員有野一馬は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定す

る社外取締役であります。

以　上
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株主メモ(4C)

■ 事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

■ 定時株主総会 毎年6月

■ 基準日 定時株主総会・期末配当　　毎年3月31日
中間配当　　　　　　　　　毎年9月30日

■ 株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

■ 株主名簿管理人
事務取扱場所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

■ 郵便物送付先 〒168－0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

(電話照会先） 電話　0120－782－031（フリーダイヤル）(土日休日を除く9:00～17:00)

■ 上場市場 東京証券取引所

■ 証券・銘柄コード 9067
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地図4C)

株主総会会場ご案内図

会場
八重洲ファーストフィナンシャルビル3階　ベルサール八重洲「Room 1+2+3」
東京都中央区八重洲一丁目3番7号　電話　03-3548-3770

交通 ｢日本橋駅」A7出口　直結（東西線・銀座線・浅草線）

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場

(八重洲ファーストフィナンシャルビル)
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